
南ながはま共創パートナー企業登録制度実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、南ながはま共創パートナー企業登録制度（以下、「パートナー制度」という。）

に関して必要な事項を定めるものとする。 

 

（目的） 

第２条 パートナー制度は、本市の南長浜地域まちづくりコンセプト（以下、「コンセプト」とい

う。）に賛同し協賛する企業、団体等（法人格を有する）を登録し、市ホームページ等で紹介す

ることで、市内外問わず広く企業等の活動を知ってもらうとともに、南長浜地域をフィールド

に行う「まじわり、未来がそだつまち」のまちづくりへの参画を促進することを目的とする。 

 

（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 南長浜地域 おおむね長浜南小学校区の地域一帯をいう。 

(2) 企業等 単独の法人等（法人格を有しており、法人税法（昭和 40年法律第 34 号）第 3 条の

規定に基づき同法の適用を受けている人格のない社団、個別の根拠法に基づき設立されている

組合（有限責任事業組合等）等をいう。）又は、複数の法人等によるグループ（本市との連絡窓

口となる代表構成員とその他の構成員を定めるものとする。）をいう。 

 

（企業等の呼称） 

第４条 パートナー制度により登録した企業等の呼称は「南ながはま共創パートナー企業」（以下、

「パートナー企業」という。）とする。 

 

（対象となる企業等） 

第５条 コンセプトに賛同する企業等であって、次の各号のいずれかに該当する者を対象とする。 

(1) 持続可能なまちづくりに積極的に関与したい企業等 

(2) 地域の課題解決に向けた実績やアイデアを持つ企業等 

(3) 地域との協働や連携に積極的に取り組む意欲のある企業等 

(4) 南長浜地域を実証フィールドに事業をおこす意向がある企業等 

 

（パートナー企業の役割） 

第６条 パートナー企業の役割は次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 南長浜地域まちづくりについて普及広報活動に努める。 

(2) コンセプトをふまえた事業提案に努める。 

(3) 第２号の提案事業について、市と連携しながら実現に努める。 

(4) 市が主体となって実施する事業について共同事業者等として連携に努める。 

 

（市の役割） 

第７条 市の役割は次の各号に掲げるとおりとする。 



(1) 南長浜地域まちづくりに関する情報発信を随時行う。 

(2) コンセプトをふまえたパートナー企業の取組に対し、地域や関係機関との調整等可能な支

援を行う。 

(3) パートナー企業と連携してコンセプトに基づく事業の推進を図る。 

 

（応募対象） 

第８条 応募対象は、次の各号のすべてに該当する企業等とする。 

(1) 会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づく更生手続開始の申立てをしているもの（更

生手続開始の決定を受けているものを除く。）又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）

に基づく再生手続開始の申立てをしているもの（再生手続開始の決定を受けているものを

除く。）でないこと。 

(2) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）に掲げる暴力団

及びそれらの利益となる活動を行うものではないこと。 

(3) 政治団体、宗教団体又はそれに類する団体でないこと。 

(4) 国税又は地方税を滞納していないこと。 

 

（登録の申請） 

第９条 登録を希望する企業等は、長浜市電子申請システム（LOGOフォーム）又は南ながはま共創

パートナー企業登録申請書（様式第１号）を市長に提出するものとする。 

 

（登録の処理） 

第１０条 市長は、前条により登録の申請があったものについて、要件等を満たしていることを確

認し、登録の可否を決定の上、市ホームページに、企業名や企業ロゴ、活動、ＵＲＬのリンクな

どを掲載する。 

 

（登録の変更及び取消） 

第１１条 登録された企業等は、登録内容に変更が生じた場合は、南ながはま共創パートナー企業

登録変更申請書（様式第２号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は申請した内容に虚偽があったとき又は関係法令に違反したときは、登録を取り消すこと

ができる。 

 

（第三者による情報利用に関する責任） 

第１２条 第三者がホームページ記載情報等を利用したことによるトラブル等については、当該利

用者と登録企業等との間で解決するものとし、市は一切の責任を負わないものとする。 

 

 

（事務局） 

第１３条 本事業に関する事務は、未来創造部政策デザイン課において行う。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年５月  日から施行する。 



様式第 1号（第９条関係） 

 

南ながはま共創パートナー企業登録申請書 

 

令和  年  月  日  

長浜市長  あて 

 

申請者 住所  

    氏名  

 

下記のとおり、南ながはま共創パートナー企業に登録したいので申請します。 

フリガナ  

法人・団体等 

の名称 
 

フリガナ  

代表者職名 

及び氏名 
職名  氏名  

連絡先情報 

住 所 

〒    － 

 

担当部署  担当者氏名  

T E L  F A X  

電子メール  

ホームページ

URL 
 

事業内容  

実績等  

参画への思い  

※市ホームページへの企業ロゴ掲載を希望される場合は、下記メールアドレスまで画像データ（JPEG

形式、PDF形式等）をお送りください。 

  長浜市役所 未来創造部 政策デザイン課 sougou@city.nagahama.lg.jp 

mailto:sougou@city.nagahama.lg.jp


以下をご確認の上、該当する項目の【 】内に〇を記載してください。 

【  】会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づく更生手続開始の申立てをしているもの又は民事

再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てをしているものには該当して

いません。 

【  】暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）に掲げる暴力団及び

それらの利益となる活動を行うものには該当しておらず、また、関与もしていません。 

【  】政治団体、宗教団体又はそれに類する団体には該当していません。 

【  】国税又は地方税を滞納していません。 

 

【任意項目】 

 左欄の項目のうち、南長浜地域まちづくりコンセプトに基づいてパートナー企業

として具体的な提案があれば右欄に記入してください。（全ての項目を記入していた

だかなくてもかまいません） 

市がパートナー企業等に 

期待する項目 
具体的内容 

地域の課題解決に向けた提案 

 

 

地域との協働や連携に関する 

アイデアや計画 

 

地域経済の活性化や雇用創出

に向けた提案 

 

その他、南長浜地域まちづくりコ

ンセプトの「のこす」「そだつ」

「まじわる」の３つの視点におけ

る先進的な取組提案 

 



様式第 2号（第 11条関係） 

 

南ながはま共創パートナー企業登録変更申請書 

 

令和  年  月  日  

長浜市長  あて 

 

申請者 住所  

    氏名  

 

フリガナ  

登録済みパートナー企業の名称  

 

下記のとおり、登録内容を変更・削除したいので申請します。 

 【  】登録内容を下表のとおり変更 

 【  】南ながはま共創パートナー企業の登録を削除 

フリガナ  

法人・団体等 

の名称 
 

フリガナ  

代表者職名 

及び氏名 
職名  氏名  

連絡先情報 

住 所 
〒    － 

 

担当部署  担当者氏名  

T E L  F A X  

電子メール  

ホームページ

URL 
 

事業内容  

実績等  

※市ホームページへの企業ロゴ掲載を希望される場合は、下記メールアドレスまで画像データ（JPEG

形式、PDF形式等）をお送りください。 

  長浜市役所 未来創造部 政策デザイン課 sougou@city.nagahama.lg.jp 


